
県事業におけるカーボンニュートラル実現に向けた取組

県土整備部若手勉強会 ４期生
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我が国のCO2排出量削減目標

０１
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２．テーマ選定の考え方我が国のCO2排出量削減目標
０１我が国のCO2排出量

削減目標

20202013 2030 2050

排出量
(億トンCO2換算)

15

10

5

2030年度目標

４６％減
（2013年度比）

さらに50%の高みに挑戦

2050年までに

排出量実質ゼロ
（ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ）

衆議院インターネット審議中継より

2020年、菅内閣総理大臣が2050年までに
カーボンニュートラルを目指すことを宣言
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検討項目

０２
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下水処理場の
維持管理

０２-１

検討項目
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第1回 流域下水道事業の温室効果ガス削減計画
策定に関する実務者検討会資料より作成

02-1 下水処理場の
維持管理現状１

温室効果ガス排出要因
2013年度実績

非エネルギー
１９％

電力８１％

揚水22%

水処理48%

汚泥処理9%

その他9%

三重県流域下水道事業
温室効果ガス排出量

・県全体：２２％

・県土整備部：９５％

約８割が電力由来
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全量廃棄物として処分

（写真）志登茂川浄化センターの下水汚泥

現状２

下水汚泥の有効活用

02-1 下水処理場の
維持管理

三重県流域下水道事業で発生する下水汚泥

約55,000t
年間発生量

処分先への運搬時、焼却
時に温室効果ガスが発生

下水汚泥は
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（写真）雲出川左岸浄化センター

太陽光発電

消化ガス発電

着眼点（下水道用地）

増改築に備えた未利用地が存在

検討

未利用地を有効活用

人口減少や節水技術の進歩で
しばらく利用予定がない・・・

02-1 下水処理場の
維持管理
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着眼点（下水汚泥）

下水汚泥には窒素・リンが豊富に含まれている

下水汚泥を有効利用して焼却処分量を減少

02-1 下水処理場の
維持管理

下水汚泥の肥料化

（佐賀市上下水道局HPより）

肥料の3大要素は

窒素・リン・カリ

検討
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太陽光発電事業

先進事例視察 豊川浄化センター（愛知県）

年間発電量2,500千ｋWh
（約680世帯分）

年間電力消費量

約21％分

四日市ドーム
約3個分
の面積

（写真）愛知県豊川浄化センター

02-1 下水処理場の
維持管理
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ガス発電事業

発酵させ消化ガスを発生 ガス発電有害物質を除去後、

ガス貯留タンクに貯蔵

ガ
ス

ガ
ス

下
水
汚
泥

先進事例視察 豊川浄化センター（愛知県）

汚泥消化槽 ガス貯留タンク
ガスエンジン
発電機

年間発電量2,800千ｋWh
（約770世帯分）

年間電力消費量

約24％分

（写真）愛知県豊川浄化センター

02-1 下水処理場の
維持管理

発酵分解により、
汚泥量が35%減量

11



地元農業
へ販売

肥料化事業

～ 試験栽培 ～

先進事例視察 高島浄化センター（滋賀県）

肥料化施設（建設中）

（写真）滋賀県高島浄化センター

下水汚泥3500t

⇒肥料500t

（年
間
）

02-1 下水処理場の
維持管理
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消化ガス発電

検討結果 消化ガス発電・下水汚泥肥料化

メリット

✔ イニシャルコストが大きい

デメリット

✔ エネルギー自給

✔ 安定的供給（天候に左右されない）

下水汚泥肥料化

✔ 下水汚泥の焼却が不要となる

✔ 循環型社会の形成

メリット

下水道料金への影響が課題

住民への
負担

02-1 下水処理場の
維持管理
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既設配管の施設位置 等

検討結果 太陽光発電

未利用地

建物屋上

管理用道路

地元や工事などの
中期的な利用計画 等

耐荷重の制約
避難所指定状況 等

太陽光パネル設置

管理用道路 建物屋上

未利用地

メリット

イニシャル

コスト小
考慮事項

02-1 下水処理場の
維持管理

⇒ 北部浄化センターでは、約36％のCO2が削減可能 14



提案（R5年度）

今後の取り組み

太陽光発電

消化ガス発電

下水汚泥の肥料化

実現可能

コストが

課題

配置計画の提案

課題解決の検討

（低コスト化、合意形成）

「温室効果ガス削減計画」に反映

今後の取り組み

02-1 下水処理場の
維持管理
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０３-２

公共土木施設の
整備

検討結果
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現状
03-2 公共土木施設の整備

県土整備部におけるカーボンニュートラルに寄与する取組み

多自然川づくりに配慮した河川整備

工事の施工における排出ガス対策型建設機械の使用

道路照明等のLED化

現状では工事施工段階における直接的な取組みは
進んでいない

課題

カーボンニュートラルに寄与する先進事例を視察し
公共土木施設の整備における新技術導入を検討したい

産業廃棄物となる木材の有効活用

バイパス整備等の渋滞対策

渋滞対策を目的としたバイパス整備

多自然川づくりに配慮した河川整備

カーボンニュートラルポート など
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①建設機械における低炭素化技術

例えば、廃食用油を原料として製造したバイオディーゼル燃料を利用すると

先進事例視察

従来技術からの削減

１００％

03-2 公共土木施設の整備
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②アスファルト製造過程における低炭素技術（中温化アスファルト混合物）

燃料使用量の削減
（CO2排出量の削減）

従来技術からの削減

約１５％

製造温度を低下
アスファルト製造に
特殊な添加剤を使用

先進事例視察
03-2 公共土木施設の整備
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③CO2吸収コンクリート技術

先進事例視察

従来技術からの削減

１０６％

03-2 公共土木施設の整備

300

250

200

150

100

50

0

-50
一般的な
コンクリート

セメント材料置き換えによる
CO2量削減

-197kg/m3

CO2量吸収

-109kg/m3

(kg/m3) 288kg/m3

CO2吸収
コンクリート

288 kg/m3 -18 kg/m3

CO2排出量比較 20



④路面に電気施設を設置する次世代舗装技術

先進事例視察

発電

充電

蓄電
LED

LED

視察状況

03-2 公共土木施設の整備
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従来技術に比べコスト増 ＝ 新技術の採用が避けられる

検討結果

新技術導入における課題

今後の取組み

03-2 公共土木施設の整備

アプローチ①設計時
工法検討でコスト・CO2排出量削減効果を総合的に評価

アプローチ②工事発注時
工事入札において新技術を活用する施工業者を評価

実際に実施している設計において新技術を加えて工法検討を行う

幅広い事業（道路、河川砂防、港湾海岸等）で新技術導入を検討

新技術を工事へ導入する施工業者を評価する仕組みづくりを提言22



公共建築物の
整備・維持管理

０２-３

検討項目
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2013年度
搬出量

(基準年度)

2030年度

目標排出量 基準年度比

電気 38,711

公用車燃料 7,601

庁舎使用燃料等 11,511

その他
(水田の耕作、家畜の飼養等）

1,107

合計 58,930 28,286 －52%

02-3 公共建築物の
整備・維持管理現状

三重県地球温暖化
対策総合計画

建物由来
全体の約85％

削減目標

※三重県地球温暖化対策総合計画 より

表７ 三重県庁における2030年度の温室効果ガス排出量 （t-CO2）
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Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）
年間のエネルギー消費の収支を、高効率・高断熱の省エネ技術と、太陽光発電・風力
発電などの創エネ技術でゼロにすることを目指した建物のこと。

「ZEB」(ゼブ)
「Nearly ZEB」
(ニアリーゼブ)

「ZEB Ready」
(ゼブレディ)

「ZEB Oriented」
(ゼブオリエンテッド)

従来の建物

省エネ

創エネ

へらす

つくる

７５％以上
削減

１００％
削減

５０％以上
削減

３０～４０％以上
削減

０％

着眼点

ZEBとは

ZEBの種類

02-3 公共建築物の
整備・維持管理
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※『全国営繕主幹課長会議 配布資料 ZEB事例一覧 ※R4.8時点の情報』より

○全国の取組実績のうち約96%がZEB Ready(50%削減)以上を達成

着眼点

公共建築物におけるZEB取組み状況

○三重県は、ZEB実績ゼロ

■ZEB Ready以上(50%以上削減)

■ZEB oriented (30～40％削減)

02-3 公共建築物の
整備・維持管理

(件)
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ZEB建築物の先進事例 省エネの先進事例

市の予算は多くないが、豊富な地下水を利用
するなど地形特性を最大限生かしてコスト縮
減に取り組んだ

老朽化した設備を更新時に省エネ性能の高い
設備への改良するなど計画的に取り組んでいる

ZEB Ready(50%削減)
を実現

2035年にCO2排出量
ゼロを目指す

先進事例視察

新 築 既存施設

高島市役所（滋賀県高島市） ﾎﾞﾙｸﾞﾜｰﾅｰ・ﾓｰﾙｽｼｽﾃﾑｽﾞ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ(株)
（三重県伊賀市）

02-3 公共建築物の
整備・維持管理
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立地条件や自然エネルギーを最大限活用すること

による高水準なZEB建築物の推進
（エネルギー消費量50%以上の削減）（ZEB Ready以上）

※環境省 ZEBPORTAL ホームページより

※環境省 ZEBPORTAL ホームページより

外気負荷削減

自然換気

日射遮蔽

高断熱化

外皮性能の向上

昼光利用

太陽光利用

高効率空調

高効率換気

高効率昇降機

高効率給湯

高効率照明

下水熱利用 河川水利用

地中熱利用

LED照明 窓のペアガラス

検討結果

新 築

既存施設

照明や窓ガラスの省エネ化を施設修繕工事と合わせて
行うことにより経済的かつ計画的な省エネルギー化
の推進

今後の取り組み

・『松阪あゆみ特別支援学校』設計

でZEB水準向上に向けた提案

→三重県の“ZEB”水準の引き上げ

・勉強の題材として県庁をZEBに

建替えた場合の効果を検証

02-3 公共建築物の
整備・維持管理
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若手勉強会４期生スローガン

ゼロカーボンへの

橋を架けよう

０３
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